
平成２６年１１月 

山口県  商工労働部  新産業振興課 

山口県の取組について 
～水素利活用による産業振興と地域づくり～ 
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経済産業省中国経済産業局（平成２０年３月） 
 「中国地域におけるコンビナートのポテンシャルを活用した水素インフラ整備と機能性素材活用方策調査」より抜粋 

全国 中国地方 山口県 
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32.9 
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 最大水素発生量（単位：億Nm3/y ） 

アンモニア工場 

石油精製工場 

ソーダ工場 

石油精製工場 

石油精製工場 

○石油精製：95～97% 
○苛性ソーダ：99.9%以上 
○アンモニア合成：98% 
○鉄鋼業(コークス炉ガス)：55% 

水素の純度 純度が高いことが特徴 

○瀬戸内コンビナートで、全国の約１割の水素を生成し、純度も非常に高いという強み 

１ 



 ソーダ工場の副生水素を、周南市の一般家庭（２世帯）に設置した水素供給燃料電池にパイプライン
で供給することにより、発電･給湯を行う実証試験［水素タウンモデル事業］ 

 水素燃料電池の実証研究、水素センサー開発、水素配管の安全性試験等実施 

○全国有数の水素生産量を有する山口県の特性に着目し、水素の活用を推進するため、平成 
 １６年６月に策定 
○全国初の試みとなる水素の一般家庭での活用等、早くから水素を活用した取組を実施 

水素フロンティア山口実証検討事業（H16～17） 

水素フロンティア山口実証事業（H18～21） 

一般家庭に設置され
た水素供給 
燃料電池 

(貯湯タンク一体型) 

２ 



○23年10月 
 「山口リキッドハイドロジェン㈱」の設立 
  岩谷産業㈱と㈱トクヤマの合弁会社 
○25年6月  
 中・四国、九州地方で初、全国で３番目とな 
 る液化水素製造工場の竣工 
  トクヤマ徳山製造所内に位置し、中国・四   
  国・九州地方を中心に、広く西日本エリア  
  への供給をカバー 

『地域における副生水素の利活用に関する調査（県事業）』 

  水素関連製品の開発テーマ、地域における水素の利活用事例等について調査 

『水素利活用に関する事業化可能性調査（県事業）』 

  県内主要な公共施設のエネルギー需要量等の調査やエネルギー源としての水素利用方策の検討 

『山口県における水素供給インフラの導入可能性調査（NEDO事業）』 

  導入可能性や立地点の調査や水素ステーション周辺への水素エネルギー供給の検討 

○水素の利活用や事業化可能性、水素供給インフラの導入可能性に関する調査の実施 
○周南市への「水素の中核的な生産拠点」の誘致 

水素の中核的な生産拠点の誘致（H23） 

各種調査の実施（H22～23） 
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「輝く 活力あふれる産業集積県 やまぐち」の実現に向けて、山口県の強みを 
活かし、力を伸ばす分野に狙いを定め、産業界と市町と一体となって、重点的に 
取り組む施策＝「プロジェクト」の推進計画として策定 

 ※計画期間 平成２５年度から２８年度までの４年間 

●国際競争に打ち勝つ「瀬戸内産業再生戦略」 

●全国をリードする「医療関連産業育成・集積戦略」 

●次代を担う「水素等環境関連産業育成・集積戦略」 

●おいでませ！「宿泊者数５００万人戦略」 

●地域が輝く「農林水産業活力向上戦略」 

次代を担う「水素等環境関連産業育成・集積戦略」 重点
戦略 

位置づけ 

５つの重点戦略 

４ 

「環境・エネルギー 

産業クラスター構想」

策定（２６年４月） 



 本年６月には、周南市において、中・四国、九州地方では初となる液化水素製造工場が操業されるこ

とを契機に、平成２７年春、今後の液化水素活用モデルとなる「液化水素ステーション」の設置を目指

す ～（中略）～ 

 ついては、次の事項について要望する。 

●液化水素ステーションの設置促進 

 ○「液化水素ステーション」の山口県への設置に向けた支援 

 ○「液化水素ステーション」について、圧縮水素ステーションと同等の技術基準の制定 

 
 
 

・平成２４年 ４月  水素ステーションの設置に向け、周南市と県が協議を開始 

・     １１月  周南市と県が岩谷産業㈱に対し、水素ステーションの設置候補地を提案 

・平成２５年（随時） 「周南市水素利活用協議会」での検討 

・平成２６年 １月  岩谷産業本社を訪問し、正式に水素ステーションの設置を要請（周南市長と 

           県商工労働部長） 

・      ３月  岩谷産業が国に対し、水素ステーション設置補助金の交付申請 

・      ４月  水素ステーション設置補助金の交付決定（誘致決定） 

○昨年６月に稼働した、周南市における「液化水素製造工場」の立地メリットを活かし、周南 
 市と県が協働して、水素ステーションの誘致活動を展開 
○来年春の運用開始を目途に、周南市への中国・四国地方初の「水素ステーション」の誘致が 
 決定 

５ 

周南市への設置に向けた経緯 

国（経済産業省）に対する要望 
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水素ステーション設置補助事業 交付決定先（経済産業省資源エネルギー庁資料から抜粋） 

６ 

 



○県内中小企業等による、水素を利用した製品の試作開発を支援 
○今後、開発成果について、周南地域の公共施設や集合住宅等への導入を促進することで、 
 県内中小企業の新たなビジネス展開を図る。 

７ 

 マツダ㈱の協力を受け、水素ロータリーエンジンを利用したコージェネシステムの試作開発に取り
組み、昨年度、液化水素による発電システムを開発 

液化水素ロータリーエンジンコージェネシステムの開発 

気化 
回収装置 液化水素 

②水素REコージェネシステム

液
化
水
素

気化熱
回収装置

冷熱利用

排熱利用液化水素

電力 温熱

①気化熱回収装置

水素ガス

公共施設 工場

冷熱

液化水素発電システム 
（平成25年度開発）の外観 



○県内中小企業等による、水素を利用した製品の試作開発を支援 
○今後、開発成果について、周南地域の公共施設や集合住宅等への導入を促進することで、 
 県内中小企業の新たなビジネス展開を図る。 

８ 

気化熱回収装置 

 山口県の研究開発補助金（やまぐち産業戦略研究開発等補助金）を活用し、東芝燃料電池システム
㈱と県内中小企業等が協働して、純水素型定置用燃料電池システムを開発 

純水素型定置用燃料電池の開発 

新型水素機 
※写真は旧型 

 
 

 水素を効率的に利用する新型の純

水素型燃料電池システムを開発 

 世界初となる水素ボイラーを搭載。

国内初となる商用システムを開発

し、市場へ投入 

 県内外の企業が協働して製品開発 

 やまぐち産業戦略研究開発等補助

金の大規模枠の採択事業（Ｈ２６

～）として、４年計画で実施中 

水素ＳＴ設置地域（例：周南市） 

全体推進 

燃料電池開発 

貯湯ユニット開発 

実証試験 

山口ﾘｷｯﾄ゙ ﾊｲﾄ゙ ﾛｼ゙ ｪﾝ㈱ 

東芝燃料電池ｼｽﾃﾑ㈱ 

長府工産㈱ 

岩谷産業㈱ 

水素を核とした街づくり 

水素社会の実現を促進 



「周南市水素利活用構想」（本年４月策定） 

○県は、「水素ステーションを核とするまちづくり構想」の策定を支援 
○地域における水素需要創出、構想の実現に向けた取組について、県も最大限協力 

９ 

［施策の展開］ 

○水素サプライチェーンの構築 

○水素ステーションを核とした地域づくりモデル 

 の策定 

○水素関連産業等に関する人材育成・事業所支援 

 の充実 

○市民・市内企業等への普及・啓発事業 

指標名 
平成32年度 
（2020年） 

平成42年度 
（2030年） 

水素ステーションの設置数 1か所 2か所 

燃料電池・水素自動車数 
（燃料電池バスを含む） 

900台 4,000台 

定置用燃料電池数 1,400台 5,100台 

水素の初期需要創出が課題 



１０ 

周南 

山口 

宇部 

下関 

 県全体での水素利活用推進体制を整備（「やまぐち水素成長戦略推進協議会」の設置）し、 

 周南地域の取組をモデルに県内他地域へ展開 

［取組内容］ 

○全県協議会の設置・開催、     ○各地域の水素利活用モデルの調査の実施 

○シンポジウムの開催、       ○ホームページの開設 

○広域的な連携による取組の検討 等 

岩国 

やまぐち水素成長戦略推進協議会 

～周南モデルの県内他地域への普及～ 

山口県の取組が、地方圏における水素利活用の一つのモデルとな

るよう、県・市・地元企業等、地域が一体となった取組を実施 


